
 

 

計されている場合に、交付対象と

なります。 
 

 

好況で変わってきた？ 

新入社員の働くことに 

対する意識 

 

◆「第一志望に入社」昨年から微増 

日本生産性本部と日本経済青年

協議会が今年度の新入社員を対象

に実施した「働くことの意識」の

調査結果によると、「第一志望の

会社に入れた」と答えた新入社員

は、質問を開始した 2009 年以降

で過去最低を更新した昨年の

52.0％から、わずかに改善され

55.0％でした。 

その年の新入社員の就職活動が

順調だったかどうかで敏感に変化

する項目に、「人並み以上に働き

たいか」との質問があり、景況感

や就職活動の厳しさによって、

「人並み以上」と「人並みで十分」

が相反する動きを見せているよう

です。 

バブル経済末期（平成２～３年）

には、「人並みで十分」が「人並み

以上」を上回っていましたが、そ

の後、景気が低迷すると、平成 12

年以降は入れ替わりを繰り返して

います。最近では、平成 25・26

年度と「人並み以上」が減少、「人

並みで十分」が増加し、新入社員

の意識はバブル経済末期と同様の

売り手市場の時のようになってき

たようです。 

◆「定年まで同じ会社で働きた

い」は減少 

また、「この会社でずっと働き

たいか」という問いには、一昨年

は過去最高を記録した「定年まで

勤めたい」が 28.8％に減少し、代

わって「状況次第でかわる」が

34.5％となり、２年連続で「定年

まで勤めたい」を上回りました。 

不況が続いたことでしばらく増

加していたものが、景況感の好転

とともに減少傾向にあるようで

す。 

 ◆約７割が「手当が出るなら

残業はいとわない」 
「残業についてどう思うか」を聞

いてみたところ、昨年度に続き「手

当がもらえるからやってもよい」

が最多となり、昨年度の 63.0％か

ら 69.4％に急増し、過去最高を更

新したそうです。 

昨今のいわゆる「ブラック企業」

による残業代の不払いなどの報道

に敏感になっており、残業はいと

わないけれども、それに見合った

処遇を求めている傾向にあるよう

です。 

◆「社長になりたい」は１割を

下回る  
また、産業能率大学がまとめた

「2014 年度新入社員の会社生活

調査」によると、最終的に目標と

する役職・地位について、「社長」

と答えた人が 9.0%となり、調査を

開始した 1990 年以降で過去最低

だった昨年の 11.9％を下回り、初

めて１割を下回りました。 

 

 

中小零細企業の経営を支援する

「よろず支援拠点」とは？ 
 

◆国が設置する「経営相談所」 
「よろず支援拠点」は、国が全国

に設置する経営相談所のことで、

経済産業省・中小企業庁の「中小

企業・小規模事業者ワンストップ

総合支援事業」により設置されて

います。経済産業省は、平成 26 年

度から各都道府県に１カ所ずつ、

地域の支援機関と連携しながら中

小企業・小規模事業者が抱える

様々な経営上の相談に応えるた

め、このよろず支援拠点を整備す

ることとしています。先月２日に

40 拠点が開設しましたが、同月 30

日には新たに７拠点が開設され、

全国 47 都道府県に「よろず支援拠

点」が開設されています。 

最寄りのよろず支援拠点へ直接

連絡すると、専門のスタッフが相

談に応じ、適切な解決方法を提案

してもらえるとのことです。 

◆主な役割と具体的な業務は？ 
「よろず支援拠点」の主な役割と

具体的な業務には、以下のものが

あります。経営のことで困ったこ

とがあれば、一度相談してみるの

もよいかもしれません。 

（１）総合的・先進的アドバイス 

他の支援機関では十分に解決で

きない経営相談に応じ、中小企

業・小規模事業者の課題を分析。

解決策を提示し、フォローアップ

も実施する。具体的な支援のイメ

ージとしては、売上拡大（新規顧

客獲得や海外進出等）、再生・経営

改善、現場改善（生産性向上）等。 

（２）支援チーム等の編成支援 

中小企業・小規模事業者の課題

に応じた適切な支援チームの編成

を支援。支援チーム編成のため、

複数の支援機関、公的機関、起業

OB 等の「支援専門家」や、大学、

大企業等の事業連携の相手先との

調整。具体的な支援のイメージと

しては、企業が抱える複数の経営

課題に対し、適切な支援ができる

機関・専門家による支援チーム編

成の主導等。 

 
 

ています。 

◆導入にあたっての課題 
すでに突入しつつある慢性的な

人手不足の時代において、「多様

な正社員・限定正社員」の活用が

非常に大きな役割を果たすと言わ

れています。 

ただし、多様な正社員制度の導

入にあたっては、制度が労働者の

納得を得られるように努めるとと

もに、制度を円滑に運用できるよ

うにするために労働者に対する十

分な情報提供と十分な協議が必要

だと指摘されています。 

◆管理職のマネジメントも重要 
なお、多様な働き方を円滑に進

めるためには、職場における管理

職のマネジメント能力の向上が不

可欠であることも指摘されていま

す。近年、管理職の“プレイング

マネージャー化”が進展していま

すが、十分なマネジメントが実現

するような能力向上が図られるよ

う、各職場の実情に即した対応が

求められています。 

 

 

換気装置の設置も「受動

喫煙防止対策助成金」の

交付対象に 

 

◆安衛法の改正に伴う交付要

領の改正 
2014年６月25日に改正労働安全

衛生法が公布され、事業者は、労

働者の受動喫煙を防止するため、

当該事業者および事業場の実情に

応じ適切な措置を講ずる努力義務

が課せられるとともに、国も必要

な援助に努めることとされまし

た。これにより、７月１日付けで

「『受動喫煙防止対策助成金の支

給の実施について』の一部改正に

ついて」という文書が出され、一

定の要件を満たす換気装置を設

置する事業所等も、本助成金の交

付対象とされることとなりまし

た。 

◆改正により新たに交付対象

となったのは？ 
改正前の本助成金は、2014年５

月16日の交付要領改正により、一

定の要件を満たす中小事業主を

対象として、事業場内において喫

煙室以外をすべて禁煙とし、一定

以上の基準を満たす喫煙室を設

置する場合に、その設置費用の一

部を助成するものとされていま

した。しかし本改正により、上記

以外の受動喫煙防止措置として、

一定の要件を満たす換気装置の

設置等の措置を講ずる場合の、工

費、設備費、備品費および機械装

置費等も交付対象となりました。 

◆交付対象となる換気装置の

要件は？ 
飲食店等では、客席を「喫煙ス

ペース」と「禁煙スペース」とに

分ける分煙措置による受動喫煙

防止措置が取られていることが

多くありますが、そうした喫煙ス

ペースにおいて、喫煙区域の粉塵

濃度が「１立方メートル当たり

0.15ミリグラム以下」となるよう

設計されていること、または客席

がある喫煙区域における１時間

当たりの必要換気量が「客席数×

70.3立方メートル」となるよう設

「多様な正社員・限定正

社員」を活用すべき 

ケースとは？ 
 

◆厚労省分科会の配布資料 
日本版ホワイトカラーエグゼン

プションなど、今後の労働時間規

制の緩和に関する議論が厚生労働

省労働政策審議会（労働条件分科

会）で始まりました。 

７月７日開催の分科会で配付さ

れた「『多様な正社員』の普及・拡

大のための有識者懇談会における

議論の状況」という資料の中で、

「多様な正社員」の活用が考えら

れるケース等が挙げられていまし

たので簡単にご紹介します。 

◆活用が考えられるケース 
「多様な正社員」とは、「限定正

社員」とも呼ばれ、主に「勤務地」

「職務」「勤務時間」などが限定さ

れた社員のことを指します。 

活用が考えられるケースとし

て、勤務地限定正社員については、

「育児、介護等の事情により転勤

が困難な者や地元に定着した就業

を希望するケース」「改正労働契

約法のいわゆる無期転換ルールに

よる転換後の受け皿として活用す

るケース」等が挙げられています。 

職務限定正社員については、

「金融・IT などで専門性が高く

特定の職能内でのプロフェッショ

ナルとしてのキャリア形成が必要

なケース」、また、勤務時間限定正

社員については、「育児、介護等の

事情により長時間労働が困難な者

が就職・就業を継続し、能力の発

揮が可能なケース」等が挙げられ
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